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補 助事業名 平成29年度米新政権の通商政策、ＴＰＰと対米事業活動調査研究補助事業 

補助事業者名 一般財団法人 国際貿易投資研究所 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

世界市場の縮図である米市場での競争力の回復を図ることは、世界市場における日本企業

の国際競争力を改善することにつながる。特に、技術的な優位性を有しながら、世界市場で

競争に勝てなかった日本のデジタル家電産業（薄型テレビ）の事例は、貴重な教訓である。

米市場で競争優位に立つには何をすべきかという問題意識のもとに、東アジアと中南米を結

び付けた日系企業の生産分業体制、米市場における企業買収など具体的な方策を提案する。 

 

（２）実施内容 

米新政権の通商政策、ＴＰＰと対米事業活動調査研究(http://www.iti.or.jp) 

トランプ政権の反グローバリズムを基盤とする米国の貿易政策と米国第一主義の市場環境

に対して、日本企業はどう対応すべきか、また、世界市場の縮図である米市場における日本

企業の競争力の回復は、世界市場における日本企業の国際競争力の改善と変革期における日

本経済の国際化の在り方を探ることにも寄与する。このため、日本企業は米国における大き

な変化とその方向性を明確に認識し、当面する課題を克服していかなければならない。 

こうした観点から、「米国の通商政策リスクと対米貿易・直接投資」に関し報告書に取り

まとめた。 

また、「米通商リスクと日本企業」セミナーを開催した。 

 

＜研究委員会＞              

第１回研究会開催 平成２９年 ９月 ８日    

第２回研究会開催 平成２９年１０月２０日 

第３回研究会開催 平成２９年１２月１５日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜セミナー＞               

「米通商リスクと日本企業」セミナー開催 

平成３０年 ３月２９日 

 

 

２ 予想される事業実施効果 

 中間選挙を迎える本年に入り、トランプ政権は米国第1主義を鮮明にして、通商政策リス

クが高まっている。本報告書でも、米国の通商政策リスクについて分析はしたが、事態は、

予想を上回る速さで進行している。そのため、事態の進展に合わせて、報告書で扱ってデー

タなどを基に、米中貿易紛争の見通し、米中の追加関税措置の産業に与える影響等について、

急遽、ITIの情報媒体（ITIフラッシュ）で詳細に情報を提供した。この情報提供に対して、

商社など企業から時宜に適ったという評価を得る一方でマスコミにも取り上げられた。 

本研究会および報告書の成果は、米国通商政策リスクを分析する上で基本的な資料として、

企業、政策当局者の間で広く共有されるものと考える。  

 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

「米国通商政策リスクと対米貿易・投資」報告書 

(http://www.iti.or.jp/report_70.pdf) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人国際貿易投資研究所 （コクサイボウエキトウシケンキュウショ） 

住  所： 〒104-0045 

東京都中央区築地１丁目４番５号 

代 表 者： 理事長 畠山襄 （ハタケヤマノボル） 

担当部署： 総務部 （ソウムブ） 

担当者名： 審議役 寺川光士 （テラカワコウジ） 

電話番号： 03-5148-2601 

F  A  X： 03-5148-2677 

E - m a i l： webmaster@iti.or.jp   

Ｕ Ｒ Ｌ： (http://www.iti.or.jp) 


